様式第１６（第４０条関係）（第一面から第三面まで）

	認定申請書

申請年月日　 2022年　4月　22日
　
　　経済産業大臣　殿
（ふりがな）しんにほんこんさるたんと
                      一般事業主の氏名又は名称 株式会社新日本コンサルタント
（ふりがな）いちもり　ともあき
                       　　  　（法人の場合）代表者の氏名  市森　友明　  印
住所　〒930-0857　富山県富山市奥田新町1番23号

法人番号　　4230001001202　　　　　　　　  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　情報処理の促進に関する法律第３１条の認定を受けたいので、下記のとおり申請します。

	記
情報処理システムの運用及び管理に関する指針に関する取組の実施状況

　(1) 企業経営の方向性及び情報処理技術の活用の方向性の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	新日本コンサルタント 企業ホームページ
「デジタル・ニックスの推進」

	公表日
	　　　　2022年　1月　4日


	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	https://www.shinnihon-cst.co.jp/company/dx
１番目の大項目「背景と狙い」に記載

	記載内容抜粋
	「デジタル・ニックスの推進」
近年、DX、LDX時代を迎え、IoT・ビッグデータ・AI・ロボット等の業務への活⽤、またRPAやi-Constructionへの取組（CIM、３D 設計・測量、⾃動設計施⼯）など、建設コンサルタント業界もICT 技術を活⽤することにより、従来のドメインを超えた事業展開が求められている。
前中期経営計画「Growth」に掲げた成長路線を踏襲し、基幹事業においては重点3事業分野を中心としたコンサルタント事業に加え、次世代型インフラマネジメント事業サービス（DX事業）の提供やPPP/PFI業務の創出を通じ、土木設計業からインフラ技術サービス業に進化する。
· DX(+Digital NiX)を活用した技術力向上と顧客価値向上
· DX(+Digital NiX)インフラマネジメント事業サービスの推進
経済的価値を同時に増⼤する「CSV 経営」をグループ経営⽅針に掲げ、今後も【サスティナブルな社会に必要なレジリエントな企業】を⽬指し、地域に不可⽋な企業となるよう努⼒する。
なお、3月24日、当社のDXの取組みが、経済産業省「DX セレクション2022」の優良事例に選定された。

	意思決定機関の決定に基づいていることの説明
	2021年12月15日の取締役会の承認のもと公表




(2) 企業経営及び情報処理技術の活用の具体的な方策（戦略）の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	新日本コンサルタント 企業ホームページ
「デジタル・ニックスの推進」

	公表日
	2022年　1月　4日


	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	https://www.shinnihon-cst.co.jp/company/dx
２番目の大項目「デジタル戦略」に記載
https://www.shinnihon-cst.co.jp/solution/ict
当社のICT事業を紹介
https://www.shinnihon-cst.co.jp/
当社の道路DXサービス「みちクラ」を紹介

	記載内容抜粋
	デジタル戦略
・既存事業の資源を活かしデジタル技術の適用を推進し、潜在価値を具現化するＤＸサービスを提供
・顧客ロイヤリティを高め、UX(顧客体験)の向上につながる活動を推進する
地方自治体は、超高齢化社会への対応、地域経済の再生、老朽化した社会インフラの再整備など、多くの課題に直面する中、IoT・ビッグデータ・AI・5G等の新技術を活用した社会インフラ保全が期待されている。
当社は、自治体、住民、民間企業の皆さまと、ICTの力でデジタルトランスフォーメーションを実現し、未来の豊かな地域社会の実現に貢献する。

	意思決定機関の決定に基づいていることの説明
	2021年12月15日の取締役会の承認のもと公表




　　① 戦略を効果的に進めるための体制の提示
	戦略における記載箇所・ページ
	https://www.shinnihon-cst.co.jp/company/dx
２番目の大項目（サブ項目１）「デジタル戦略　－　体制」に記載
https://www.shinnihon-cst.co.jp/company/org
企業ホームページに組織図を掲載

	記載内容抜粋
	デジタル・ニックス戦略を加速させるため、その組織として2021年4月よりデジタルイノベーション本部内に「DX推進部」を新設。
DX推進部は探索部門、土木設計コンサル部門は深化部門として、ともに新たな価値創造を追求する。



　　② 最新の情報処理技術を活用するための環境整備の具体的方策の提示
	戦略における記載箇所・ページ
	https://www.shinnihon-cst.co.jp/company/dx
２番目の大項目（サブ項目２）「デジタル戦略　－　環境整備」に記載
https://www.shinnihon-cst.co.jp/solution/collaboration
当社の産学連携事業を紹介

	記載内容抜粋
	・顧客との新たなエンゲージメントの確立
・産学連携強化とスタートアップ企業との連携
・AI、データサイエンス人材の養成



(3) 戦略の達成状況に係る指標の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	https://www.shinnihon-cst.co.jp/company/dx
３番目の大項目「達成状況の指標」に記載
https://www.shinnihon-cst.co.jp/company/ir_library
企業ホームページに事業報告書を掲載

	公表日
	　　　2022年　1月　4日


	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	https://www.shinnihon-cst.co.jp/company/dx
３番目の大項目「達成状況の指標」に記載

	記載内容抜粋
	・中期経営計画「Growth」に掲げた成長路線に沿って、NiXグループ総売上に占めるDX事業の売上比率を指標とし、その売上比率を45期には2％（1億）を目指す。
・経営方針説明会、毎月の役員会議、トップミーティングを通して、KPIに対する進捗状況、課題、対策を実施。



(4) 実務執行総括責任者による効果的な戦略の推進等を図るために必要な情報発信
	発信日
	　　2022年　1月　4日


	発信方法
	https://www.shinnihon-cst.co.jp/company/dx
企業HP　DX「デジタル・ニックスの推進」を、代表取締役社長名にて発信

	発信内容
	　DX=Digital Transformation＝[D]igtal Ni[X]とは、社名のXに元々内包されている「未知」や「新しい」、「変革」といった意味を示すことであり、昨今のDXこそNiXの姿そのものであることを確信しております。
　「DXとNiXは同じ価値観を共有する」という姿を、今後もステークホルダーの皆様にも共感していただけるように努めて参ります。
なお、今後の情報発信は、HP の事業報告・決算概要で公開して参ります。



　(5) 実務執行総括責任者が主導的な役割を果たすことによる、事業者が利用する情報処理システムにおける課題の把握
	実施時期
	2021年12月～2022年1月

	実施内容
	「DX推進指標」による自己分析を行い、IPAの自己診断結果入力サイトにて提出。



　(6) サイバーセキュリティに関する対策の的確な策定及び実施
	実施時期
	2021年　4月～継続的に実施

	実施内容
	■サイバーセキュリティに関する対応
・情報セキュリティ規定において、緊急事態における対応フローを規定し明文化している。
・ウィルス対策ソフトの導入、メールサーバでのフィルタリング等によるシステム対応を実施。
・情報セキュリティに対する定期的な社員研修と社内での啓蒙活動を実施。
■監査事項
ISO/IEC 27001に基づき、外部監査、内部監査を実施している。
（ISO/IEC 27001:2016年6月　認証取得　登録番号：IS097　認証機関：一般財団法人ベターリビング）
■外部研修
情報セキュリティマネジメントシステムに対する「管理策開設研修」「内部監査員スキルアップ研修」を2日間（2021.10.6～７）10名が受講。
■個人情報保護方針
以下の通り、HPに記載
https://www.shinnihon-cst.co.jp/company/privacy



（注）(1)～(3)の取組において公表先のURLを提出しない場合は次の①の書類を、(4)の取組において情報発信内容を確認できるウェブサイトのURLを提出しない場合は、次の②の書類を添付すること。また、必要に応じて③、④の書類を添付できる。
1 (1)～(3)の取組における、公表を行っていることを明らかにする書類（公表先のウェブサイトの画面を印刷した書類等）
2 (4)の取組における、情報発信を行っていることを明らかにする書類（情報発信内容を確認できるウェブサイトの画面を印刷した書類等）
3  (1)の取組における企業経営の方向性及び情報処理技術の活用の方向性、(2) の取組における戦略を補足説明するための書類（最新の情報処理技術の変化による影響を踏まえた観点から決定していることを説明する書類等）
4 (5)～(6)の取組における、実施内容を補足説明するための書類



備考．用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。


様式第１６（第４０条関係）（第四面）

（記載要領）
１．「申請年月日」欄は、経済産業大臣に認定申請書を提出する年月日を記載すること。
２．「一般事業主の氏名又は名称、代表者の氏名、住所」欄は、氏名については、記名押印又は自筆による署名のいずれかにより記載すること。一般事業主が法人の場合にあっては、住所については主たる事務所の所在地を記載すること。
３．一般事業主が法人の場合であって法人番号が記入されている場合は、一般事業主の氏名又は名称、代表者の氏名、住所の記載を省略することができる。
４．申請内容は正しく記載すること。認定後、虚偽または不正の申請を行ったことが判明した場合には、認定の取消し等所要の措置を講ずることがある。

